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Abstract
 
The problem of the Internet use of schoolchildren is not a new one. It has been constructed
 
as “a social problem”for these ten years. The coming of the Internet, above all, that of the
 
mobile Internet from mobile phones has changed the channels of the information flow and given
 
tremendous influences upon the structures of our daily life in various fields. The situation that
 
children are exposed to every kind of harmful and dangerous information which had been blocked
 
out by the gatekeepers like their parents or teachers is quite a new experience we have to be
 
confronted with.
This paper wants to investigate how teenagers in Gunma prefecture use the mobile Internet
 
and how the problems we mentioned above embody themselves,based on the survey which we
 
executed on2008-2010. We find out the fact that the parents fail to control their children’s use
 
of the Internet and that schoolchildren are exposed to latent dangers in their daily lives. It is
 
necessary to inquire how to build a desirable and feasible information environment for teenagers
 
and their parents.
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１．はじめに
青少年のインターネット利用の問題は、近年わが国において大きな「社会問題」となっている。社
会学になじみのある読者であれば、「社会問題」という書き方で社会構築主義の議論（Specter and
 
Kitsuse, 1977＝1992）を想定するものと思われるが、まさに社会構築主義が注目したような、当事者
によるクレイム申し立てから「社会問題」が立ち現れるという事態がこの問題に関しては起こってい
るといえよう。この10年の間、青少年のインターネット利用の問題は、さまざまなアクターによるさ
まざまな思惑に基づいた発言・宣伝・批判等々の応酬の中で、まさに「社会問題」として私たちの社
会の中に「構築」されてきたといえる（阿部，2010）。
この問題が「社会問題」化しているのは、なにも日本社会に限ったことではない。アメリカ合州国
やカナダ、イギリス、韓国等の諸外国でも同様に注目を集めている。例えば、英語圏でCyber-Bullying
と呼ばれるインターネットを用いた「いじめ」は、社会問題としても研究領域としても、近年急速に
注目を集めている（Kowalski et al., 2008；Shariff.S, 2008；2009；Li, 2006；2007；望田，2007）。
社会問題の構築の仕方は、社会によってその輪郭が変わるものの??、青少年のインターネット利用の問
題はある程度共通する問題構造と呼べるものを持っており、その対策に各国の関係者が奔走せざるを
えないのが現状であろう。
本論文の目的は、この問題が「社会問題」として立ち現れる様子をメタ的視点から「記述する」こ
とにあるのではない。むしろ自らも「社会的構築」にかかわっていることを十分意識した上で、この
問題に関してわれわれが行った調査から、特に重要と思われる結果を示し、現段階での「課題」と「対
策」を探ることにある。以下では、まずこの問題がどのように「社会問題」として認識されるように
なってきたのかを示し（２節）、この問題に対処するためわれわれ群馬大学社会情報学部の研究チーム
が2008年度から2009年度にかけて行った調査の概要を示した上で（３節）、その結果を概観し（４節）、
若干の考察を試みる（５節）。最後に、この調査を通して明らかにされると思われる青少年のネット利
用の実態と問題点をまとめ、今後の課題について考察したい（６節）。
２．青少年のモバイル・インターネット利用はなぜ社会問題なのか
近年のわが国ではこの「問題」がどのように現れているか、第一人者である下田博次（2009：16）
は次のように４つに整理している。
第一に、少年犯罪・被害の問題。これには、売春、恐喝、詐欺などの犯罪が含まれる。少年犯罪そ
のものはもちろんモバイル・インターネットが浸透する前から存在しており、社会問題化していたが、
新しい情報機器が青少年の日常生活に浸透してくることによって、従来なら考えられなかったような
種類の犯罪が起きており、青少年がその被害者になるばかりでなく、加害者にもなっている??。
第二に、消費者問題。これは第一のカテゴリーとも重なっているが、悪徳商法、詐欺、ネットオー
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クションなどの経済的な被害／加害の問題である。現在のネット社会に生きる大人であれば容易に見
抜くことができる「ワンクリック詐欺」や不当請求・不正請求も、判断力が未発達な青少年では被害
者となってしまうケースがあるし、逆にその手口を真似て他人をだます事件も起きている??。
第三に、学校生活問題。これには、ネットいじめ、非行・逸脱、授業妨害などが含まれる。学校に
持ち込まれるモバイル・インターネット機器（多くの場合は携帯電話）が大部分の学校関係者を悩ま
せていることは、文部科学省が近年何度もこの問題に関する通知を出していることからも推測できよ
う??。
第四に、家庭生活問題。これには、消費・生活の乱れ、夜間徘徊、「プチ家出」などが含まれる。新
聞やテレビのニュース、あるいはウェブのニュースなどで、われわれはもはやこうした事件や犯罪の
報道に触れない日はないといってもよい状況にある??。
一般に、ある個人にとっての問題が同時に「社会問題」であると承認されるためには、その際に被
る害が広範囲に及ぶだけでなく、「責任」の所在が公的な部分にかかわることが、すなわち、社会全体
でその問題に対処する責任を負い、法規制などの社会的ルールを確立すべきことが必要条件として求
められる。青少年とインターネットの問題は、当初から青少年の保護育成という公的な文脈で語られ、
それゆえまさに社会が責任を負うべき「社会問題」として構築されてきたと言える。一般的には事件
報道とそれに対応する法整備に注目が集まるが、そのプロセスに関わる当事者には、教育関係者や関
連する官公庁、情報通信事業者、コンテンツ産業、研究者、マスメディアなどさまざまなアクターが
含まれる。この問題がいかにして社会問題として立ち現れてきたのかはそれ自体興味深い社会学的主
題であるが、本稿ではその点を詳しく論じる紙幅がないので、本研究の背景となる最低限の文脈のみ
を以下に記しておきたい。
2．1．出会い系サイトの問題
最初にこの問題が注目されたのはいわゆる「出会い系サイト」の問題であった。1999年にｉモード
タイプの、インターネットに接続できる携帯電話が発売される以前から、すでに「援助交際」「エンコー」
という児童買春を表す隠語は周知のものとなっていたし??、「出会い系サイト」そのものも、当時はパ
ソコンから接続していたとはいえ、インターネットの世界で隆盛していた。しかし、ネット接続可能
な携帯電話が青少年の間に普及しだすとまもなく「出会い系サイト」は児童買春の温床と見なされる
ようになり、2003年にはいわゆる「出会い系サイト規制法」（正式には「インターネット異性紹介事業
を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律」）が制定されている。
「出会い系サイト」が法で規制されるようになると、悪意ある大人による誘い出しや児童買春の取
引場はむしろ「プロフ」やSNSなどの「非出会い系サイト」に移っていることが報告されるようになっ
た。警察庁が発表した直近の数字では、2009年に「出会い系サイト」で性犯罪被害にあった18歳未満
の児童は453人（前年比271人減）であるのに対し、「非出会い系サイト」での被害児童は1,136人（前
年比344人増）とされている。
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2．2．ネットいじめと学校裏サイト
「出会い系サイト」の問題は、いわば外部の危険な大人からどうやって少年少女を守るか、という
問題であるが、児童・生徒同士に起こるのが「ネットいじめ」や「ネットトラブル」の問題である。
学校でのいじめ問題は1980年代から「社会問題」として注目されているが、生徒の日常生活にインター
ネットが浸透してくると、その匿名性からいじめの手段としてネット上の電子掲示板や電子メール等
が用いられるようになり、「ネットいじめ」と呼ばれるようになる。生徒間のいじめは、そもそも教師
や保護者にとっては気がつきにくいものだが、下田（2008；2009）が指摘するように、インターネッ
ト空間は大人の目が届きにくく、発見が困難になりがちである。特に、「学校裏サイト」（下田，2008）
と呼ばれる電子掲示板は、「ネットいじめの温床」として教育関係者の注目を集め、文部科学省が全国
調査を実施することにもなった（文部科学省，2008）。
2．3．フィルタリングをめぐるせめぎ合い
青少年が使用する携帯電話には有害サイトや危険なサイトにアクセスすることを制限するフィルタ
リング機能が必要ではないかという議論は以前からなされており、サービスも開始されてはいたが、
法規制の形で義務化の議論が本格化したのは、2007年12月に総務省から携帯電話事業者に対して要請
が出されてからであった。2008年４月に設立された「第三者機関」モバイルコンテンツ審査・運用監
視機構（Content Evaluation and Monitoring Association:EMA）はコンテンツ提供業者の自主規
制ではあるが、こうした動きに呼応した対抗措置という側面もある。
2008年４月に総務省の「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会」が中間取り
まとめを発表し、「利用者からの申告がない場合のフィルタリング適用」は「ブラックリスト方式が妥
当」という見解を示したが、これは青少年の安全よりも利便性を優先させる措置といえ、多くの批判
を招く事にもなった。同年６月には、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整
備等に関する法律」、いわゆる「青少年インターネット環境整備法」が成立し、青少年の使用する携帯
電話には原則としてフィルタリングを適用することが義務化された。
2009年４月の施行を目前にひかえた2009年２月から３月にかけて、警視庁がミクシィやDeNA、グ
リーなどSNSを運営している６社に対して、携帯電話向けSNSに出会い系サイトと同様の書き込み
があるとして、削除要請をしていることが報じられた（2009年４月２日付、読売新聞ほか）。フィルタ
リングが義務化されたとしても、これら大手のSNSサイトはEMAによって健全なサイトと認定さ
れているので、フィルタリングをすり抜けてしまう。こうした事態は関係者を不安にさせるに十分な
ものであったといえよう??。
規制を巡るせめぎ合いの中でスタートした青少年インターネット環境整備法であったが、2010年１
月に東京都青少年問題協議会が出した答申「メディア社会が拡がる中での青少年の健全育成について」
は、現在の規制が不十分だとして、①原則としてフィルタリングを解除できないようにすること、②
保護者が容易にフィルタリングを解除できない仕組みを制度化することを提言しているが、さらにそ
22 伊 藤 賢 一
れに加えて、「第三者機関」EMAが認定したサイトが閲覧可能になる現在のフィルタリング方式につ
いても見直すよう、携帯電話事業者に対して提言している（下田，2010：173-174）。
さらに懸念されるのは、この法規制が販売の現場では徹底していない可能性があることだ。携帯電
話の契約に関しては、料金システムが複雑で分かりにくいことがしばしば指摘されているが、フィル
タリングに関しても事業者毎にサービスの名前が異なり統一されていないため、ユーザー、とりわけ
電子機器の操作に馴染みがない保護者や、たとえ携帯電話やパソコンを日常的に使っていたとしても
フィルタリングという仕組みに馴染みがない保護者にとっては理解が困難であることが予想される。
また、販売の形態もさまざまであり、事業者直営の販売店だけでなく家電量販店や携帯電話販売専門
店のケースもある。実際の販売の場面で契約者となる保護者にどのように説明がなされているのかも
懸念される問題であろう??。
３．調査について
われわれ群馬大学社会情報学部による調査は、こうした中で県内青少年のモバイル・インターネッ
トの利用実態と課題を探求するために実施した一連のアンケート調査とヒアリングであるが、ここで
とりあげる主な調査は次の３つのアンケート調査である。
3．1．携帯電話等の利用に関する群馬県学校調査
これは、群馬県教育委員会の協力を得て、2008年12月20日～2009年１月16日に実施したアンケート
調査であり、群馬県内の全ての中学・高校265校（中高一貫校を含む）を対象としたものである。対象
が学校であるので、学校の責任者（校長）か生徒指導の教諭が回答することを想定した。調査票を配
布して、郵送で答えるか、webページに準備した同じ内容の調査票にオンラインで答えるかを選択し
てもらった。回答は229校からあり、有効回収率は86.4％であった。
3．2．インターネットの利用に関する小中学生・保護者調査
これは、2009年12月14日～21日に群馬県内のある市町村の小中学校の生徒とその保護者を対象とし
て行ったアンケート調査である。対象となったのは、地区内のすべての小中学生（小学生は６年生の
み、中学生は全学年）であり、地区の教育委員会を通じて全ての学校に依頼し、各学年１クラスずつ
抽出して生徒に教室で調査票に記入してもらった??。また、生徒には保護者用の調査票を持ち帰っても
らい、保護者に記入・封入してもらった後で学校を通じて回収した。調査対象となったのは、小学生
785人と中学生1,206人、保護者1,991人であり、有効回収率は、小学生96.4％（757人）、中学生93.4％
（1,126人）、保護者81.2％（1,617人）であった。
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3．3．インターネットの利用に関する群馬県高校調査
これは、2010年１月～2010年３月にかけて群馬県内の全日制県立高校に通う高校生を対象に行った
調査である。群馬県教育委員会に依頼して、県内の県立高校64校から25校を抽出してもらい（抽出の
際には、所在地や学校の特性〔進学校／職業校、男子校／女子校〕に配慮してもらった）、調査票を発
送した。調査時期が年明けになったので３年生は除外して１・２年生のクラスを、各校で１学年あた
り１クラスずつ抽出してもらった。小中学生調査と同様に、生徒には保護者用の調査票を持ち帰って
もらい、記入・封入の上回収した。調査対象となった高校生は1,904人であり、それに同数の保護者も
加わる。
有効回収率は、高校生94.2％（1,794人）、保護者81.0％（1,542人）であった。
４．調査結果の分析
上述のように、小学６年生も調査対象に入っているが、小学生の場合は携帯電話の所持率も高くな
く（22.0％）、インターネット利用者もさほど多くないので、以下では中学生・高校生の結果について
図２ 携帯電話の１日当たりの使用時間
図１ モバイル・インターネット機器の所有状況（複数回答)
(％)
(％)
24 伊 藤 賢 一
述べる???。
図１に示すのは、モバイル・インターネット機器の所有状況である。高校生はほとんどが携帯電話
を持っており、しかもそのほとんどがインターネットに接続できる機器である。中学生だと携帯電話
の所有率はそれほど高くなく、まだ家族等と共有しているという回答も多い。また、ネットに接続で
きる機能をそなえた携帯ゲーム機については、中学生の方が所持率が高い。
図２に携帯電話の１日当りの使用時間を示す。中学生の場合は30分未満という回答がもっとも多い
が、高校生になると全体的に長時間使用していることがわかる。「３時間以上」というヘビーユーザー
も高校生では２割を越えている。
次の図３に示すのは、１日の中で携帯電話を使っている時刻について尋ねたものである（複数回答）。
高校生の回答の中で「授業中」という答えが6.5％あること、「食事中」12.0％「入浴中」15.1％といっ
た、一日中携帯電話が手放せないような「携帯電話依存」の生徒が一部にいることも生徒指導上は問
題であろうが、「寝る直前」という答えが多いことが際立っている。高校生の77.7％、中学生の60.7％
が「寝る直前」を選んでいる。寝る直前の時間は、１日の内で勉強や部活などの活動が終わり、リラッ
クスする時間でもあるので、このときに仲のよい友達と会話したりメールのやりとりをしたりしてい
図３ 携帯電話を使っている時刻（複数選択)
図４ 携帯電話を使用する場所（複数選択)
(％)
(％)
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る、ということなのかもしれない。しかし、次の図４「携帯電話を使用する場所」と合わせて考える
と、看過できない問題点が浮かび上がる。
図４を見ると、「布団の中」という答えが、高校生の54％、中学生の42.2％を占めている。「自分の
部屋」という答えも多く、かなりの中高生はインターネット接続ができる携帯電話を、保護者の目の
届かないところで自由に使っていることが推測できる。
上述のフィルタリングの利用率を図５に示す。中学生よりは高校生の方が利用率は低く、４人に１
人程度にとどまっている。これでも文部科学省が行った2008年の調査の数値（高２で15.6％）よりは
図５ 携帯電話のフィルタリング利用率
図６ この１年以内に利用したことがあるサイト（複数回答)
＊アフィリエイトとアダルトサイトは高校生のみの選択肢
(％)
(％)
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向上しているものの、普及がすすんでいるとはいいがたい。
図６に示すのは、この１年以内に利用したことがあるインターネット上のサイトを複数回答で選ん
でもらったものである。2008年頃流行していたとされる「学校裏サイト」は全体の中では多くなく、
むしろ中高生の人気を集めているのは動画サイト、プロフ、ブログ、ゲームサイト、ホムペ（携帯電
話用のウェブページ作成サービス）、リアル（twitterと同様のミニブログ）といったサイトである。
図７はネットいじめの被害経験を聞いたものである。「いじめ」の定義同様に「ネットいじめ」の定
義は難しい問題を含んでいるが、調査票では、「これまでにケータイやパソコンを使って、メールや電
子掲示板、プロフ、ブログなどに悪口を書かれたり、嫌がらせをされたりしたことがありますか」と
図８ ネットいじめ（被害経験）に使われた機能（複数回答)
図７ ネットいじめの被害経験
(％)
(％)
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いう文言を用いた???。やはり、ネット使用が生活に浸透している高校生の方が高い割合で回答してい
る。学校を対象とした調査（携帯電話等の利用に関する群馬県学校調査）では、中学の65.6％、高校
の71.2％で「前年度からの間」に「ネットいじめ」があったと答えている???。学校レベルでかなり広
がっていることを考えると、高校生の１割に被害経験があるという数字は小さいものとはいえない。
図８に示すのは、「ネットいじめ」に使われた「機能」についてである。高校生の場合、プロフ、リ
アル、Ｅメール、ブログ、中学生の場合、Ｅメール、リアル、プロフの順で回答が出ている。また、
「ネットいじめ」の相手（図９）はクラスメイトや仲のよい友達というケースが多く、これはオフラ
インの通常のいじめと同様の傾向である（森田，2010：90-91）が、「わからない」「全く知らない人」
というケースもかなりの程度見受けられる。ネットの匿名性を利用したいじめ行為の結果であろう。
５．考察―ペアレンタル・コントロールとフィルタリング規制の有効性
かつてテレビがわれわれの生活空間に登場したとき、子どもには必ずしもふさわしくない番組が視
聴者を選択することなく浸透してきたことをMeyrowitz（1985＝2003）は問題と見なした。現在起き
ていることは、下田（2009）が適切にも指摘したように、子育て環境における情報統制がますます難
しくなっているという事態であり、インターネットの浸透は、子供に触れさせる情報のゲイトキーパー
の役割をほとんど過去のものにしつつあるといえる。特に、携帯電話のようなモバイル・インターネッ
トを手にしたとき、子どもたちがどのような情報にさらされ、どのような情報を発信しているのか、
保護者や教師が把握することは非常に困難になる。
図９ ネットいじめの相手
(％)
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たとえば、携帯電話が登場した当時、固定式の電話であれば最初に電話に出た人が取り次ぐ形が一
般的であったため、子どもにかかってきた電話の相手を保護者が知ることはある程度可能であった。
携帯電話というパーソナルなメディアは、直接子ども本人に接触してくるため、子どもの交友関係を
保護者が把握することを困難にしたといわれてきた。その携帯電話がインターネットに接続した今日
の状況では、事態はもっと深刻化している可能性がある。われわれの調査では、インターネット上で
知り合った人と実際に会った経験を高校生に聞いているが（図10）、男子の9.3％、女子の18.3％が「経
験あり」と答えている。
これを、高校生が情報機器を積極的に利用して「使いこなしている」とポジティブに評価するのか、
そのような「出会い」に含まれる危険に気がつかずに無防備な行為をおこなう問題行動とネガティブ
に評価するのかは、今回の調査からは判断する材料がない。しかし、ここに一定のリスクがあること
は確かであり、この結果に衝撃を受ける教育関係者は少なくないと思われる。
5．1．ペアレンタル・コントロールの失敗
今回の調査でとくに明らかになった問題点の一つは、少なくともデータで見る限り、多くの保護者
がペアレンタル・コントロールに失敗している可能性がかなり高いことである。
インターネットはいわば「大人向け」のメディアであり、自由にさまざまな情報が得られる代わり
に一定のリスクも伴うため、自己責任の原理で動かなければならない世界だといわれる。判断力も引
責能力も不十分な青少年を、ノーガードでそうした世界に放り込んでしまってよいのか、ということ
が問われている。
インターネットが普及しだした時期には、有害情報・危険情報から青少年を保護するために、フィ
ルタリングをかける、パソコンは居間に置く、一人では使わせない、などの特別の対策をとるべきこ
とが提唱されていたが、現在の青少年が使用しているモバイル・インターネットについてはかなり野
放しに近いことがわれわれのデータからも窺われる。上述のように、多くの中高生が、「布団の中」で
「寝る前」にフィルタリングなしで携帯電話を使っているらしい、ということはほとんどノーガード
図10 ネットで知り合った人と実際に会った経験の有無
(％)
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で生徒たちをインターネットの世界に放り込んでいることになる。学校別・性別でみると、特に女子
生徒にこの傾向が強く、学年が上がると使用する生徒の割合も高くなっていることがわかる（図11）。
おそらく子どもに携帯電話を与えている保護者の多くは、この機械がインターネットにつながって
いて、使い方によっては危険も伴うような機械であることを必ずしも意識していないと思われる。子
どもに携帯電話を持たせた理由として保護者があげているのは「連絡のため」であり、高校生の保護
者の80.2％、中学生の保護者の78.3％がこれをあげている。子どもとの約束事に関しても、「料金を使
いすぎない」とか「怪しいサイトにアクセスしない」という回答は高いが（中学・高校ともに、料金
に関しては７割程度、サイトに関しては６割程度）、「フィルタリングをかける」という回答はかなり
低く（高校生の保護者の17.6％、中学生の保護者25.7％）使用場所や時間に関して「約束がある」と
答えた保護者は、中学生の場合２割に届かず、高校生の場合は５％にも届かない。
5．2．フィルタリング規制の意義
携帯電話に関してはペアレンタル・コントロールが十分にできていない可能性がある、と述べたが、
パソコンからのインターネットに関しても心配な結果が出ている。次に示すのは（図12・13）、保護者
調査におけるフィルタリングの利用状況に関するものである。
携帯電話のフィルタリングに関しては、「青少年インターネット環境整備法」の影響もあり、最近盛
んに報道もなされており、学校やPTA、子供会等さまざまな場面でその必要性が指摘されているので
まだ普及しているともいえるが、インターネットに接続できるパソコンへのフィルタリングは、実は
携帯電話よりもさらに少数の保護者しか導入していないらしいことが見てとれる。ネットにつながっ
たパソコンをノーガードで使っている青少年がかなりいるらしいことはやはり問題ではあるが、逆に、
法規制によってある程度の保護者がフィルタリング導入に動いたらしいこともここからは同時に読み
取ることができよう。
われわれの調査では、調査対象となった生徒が2009年４月の法規制以前に携帯電話を購入している
図11 布団の中で携帯電話を使っているか（男女別・学校別)
(％)
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か、それともそれ以後に購入したのかがわかるようになっているので、規制の前後で分けてみると図
14のようになる。中学生では、規制前からフィルタリングを利用している生徒が多かったが、規制後
では、「わからない」を除いた生徒の中での利用率はさらに増加し、もともと利用率の高くない高校生
でも、規制後に限ると２人に１人は利用している、ということになる。
もちろん、フィルタリングの機能には限界があり、さまざまな問題があることも確かであるが、携
帯電話を購入するときにリスクに関する説明を必ず受けることになるし、生徒たちをガードしなけれ
ばならないような機械なのだということを保護者と生徒自身が意識する機会が設定されたことは意味
があることといえるのではあるまいか。
図12 携帯電話へのフィルタリング導入
図13 ネットにつながるパソコンへのフィルタリング導入
図14 携帯電話へのフィルタリング導入（規制前後別・学校別)
(％)
(％)
(％)
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６．おわりに
もはや後戻りはできない以上、われわれは情報機器とどのように付き合っていくのか、青少年とそ
の保護者にどうやって付き合い方を学ばせるのかを考えなければならない段階にきている。
フィルタリング技術は完全なものではないにしても、何もしないよりははるかに状況を改善する。
何よりも、携帯電話を購入するときに必ず保護者と青少年本人にネットでのリスクを説明するチャン
スが得られたことは重要な前進と考える。今後も継続的な実態調査・研究を続けていくとともに、啓
発・教育の方法をも開発していく必要があるだろう。
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注
⑴ 滝充（2008ａ；2008ｂ）や森田（2010）によれば、日本語の「いじめ」とBullyingの概念にはもともとズレがある。
不平等な力関係の下での被害者に対する精神的なダメージを重視する日本語の「いじめ」に対して、Bullyingの方は
物理的・肉体的な暴力行為としてむしろ外面的に捉えられる傾向がある。いじめの国際比較に関する問題点について
は、（森田〔監修〕，2001）も参照されたい。
⑵ 2004年長崎県佐世保で起きた小学生女児による同級生殺人事件や、2006年に長野県の小学６年の女児がメル友募集
サイトで知り合った東京都在住の男性に誘い出された事件などは、インターネットがなければ起こり得なかった事件
といえよう（下田，2010：122-124）。2007年に八戸市で女子高生が殺害された事件では、被害生徒は携帯ゲームサイ
トを通じて加害者と知り合ったことが判明している。また、生徒たちは被害者になるだけでなく加害者にもなってい
る。ネット上の掲示板に「子どもを殺す」などと書き込んで騒ぎを起こした事件で小学生や中学生が児童相談所に通
告される事件は何度も起きているし、2009年には神奈川県で中学３年の男子生徒による児童買春事件が起きている。
⑶ たとえば、2006年１月に福岡で検挙された男子高校生（17歳）は、インターネットのオークションに虚偽の出品を
し、約80人から約130万円をだまし取ったとされる。同じく2006年５月には愛知県の14歳の少年がオンラインゲーム会
社を装ったサイトを開設して氏名・ID・パスワードを入力させるフィッシング行為を行ったとして書類送検されてい
る。
⑷ ネットいじめが原因と考えられる生徒の自殺は、兵庫県（2007年）、埼玉県（2008年）、岡山（2007年）等で起きて
いる。
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また、『月間生徒指導』39巻７号（2009年６月号）は、「特集 ネットいじめとケータイリテラシー」という特集を組
み、研究者や現職の教師の論考を掲載している（池辺，2009；大和，2009；加納，2009；大山，2009；密谷，2009等）。
これらを通して浮かび上がってくるのは、こうした情報機器やネット上のサイトに必ずしも詳しくない学校現場の関
係者が、にもかかわらずこの問題に対処せざるをえない現実であり、生徒指導の現場を飲み込んでしまったネット社
会の姿である。
⑸ たとえば上述の注⑵で触れた長野県小学生の家出事件以外にも、2006年８月にはネットの掲示板に「泊まって欲し
い」と書き込んでいた埼玉県の男性が、東京都の女子中学生15歳を宿泊させて逮捕されている。2009年10月21日付の
産経新聞は、「家出中の少女らが情報交換をする」掲示板、「神待ちサイト」の現状について報道している。
⑹ 学校教育法では６歳から12歳までの子供を「児童」としているが、「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び
児童の保護等に関する法律」においては18歳未満の青少年を「児童」と呼んでいるので、本論でも「児童買春」を、
18歳未満の青少年を対象とした買春行為という意味で用いる。したがって、ここには高校生や中学生を対象とした行
為も含まれる。
⑺ 大和（2009：19）は「フィルタリングの落とし穴」として、EMAによる認定の問題点を次のように指摘している。
「EMAの構成メンバーは、携帯電話会社をはじめ、自社コンテンツを見せたいサイト運営会社などが主体です。これ
では当然、健全育成重視型ではなく、自社利益優先型になるわけです。実際にEMAを構成するサイト運営会社のサ
イトを、ケータイで見てみると、不完全さが見事に露呈しています。フィルタリング基準を決める、公正な第三者機
関が必要だと思われます」。
⑻ 大谷良光ら（2010）は、インターネット環境整備法の施行後半年の時点で青森県内の携帯電話販売店の調査を行っ
ているが、「自社のフィルタリングサービスの種類と加入の必要性について理解し、ユーザーに説明した販売員は約５
割、各社サービスと対象年齢との関わり、方式の違い、カテゴリー分類等の内容になるとその理解も説明の割合も大
幅に減じ、本法を説明した販売員は０％であった」（大谷ほか，2010：85）と報告している。
⑼ したがって、次の高校調査と同様、この調査の抽出方法は厳密な意味での無作為抽出とはいえない。このことに伴
うデメリットは確かにあるが、学校という教育の場で調査を行う以上、なるべく現場に負担をかけない方法を模索せ
ざるをえず、今回はこのような方法をとった。
? 小学生の結果については群馬大学社会情報学部のウェブサイトで公開予定なので、興味のある方は次のウェブペー
ジを参照されたい。
群馬大学社会情報学部研究センター「インターネット利用に関する生徒・保護者調査」
http://www.si.gunma-u.ac.jp/kenkyu/intimacy/09survey.html
? これは典型的な「ネットいじめ」だけでなく、被害を受けた本人がさほど気にしていないようなケースをも含むよ
うな広い問いかけとなっているが、生徒のネット体験をできるだけ広くすくい上げる意図からあえてこのような質問
文を設定したものである。
? 質問文では「平成19年度以降」と聞いている。実際に調査を行ったのは平成20年（2008年）12月なので、２年間弱
の間に当該学校で「ネットいじめ」が起きたかどうかを聞いたことになる。
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